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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第１四半期累計期間
第18期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 (千円) 1,154,815 4,660,394

経常利益 (千円) 119,764 628,890

四半期(当期)純利益 (千円) 82,005 420,671

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) - -

資本金 (千円) 523,328 523,328

発行済株式総数 (株) 10,327,200 10,327,200

純資産額 (千円) 969,734 1,015,438

総資産額 (千円) 2,919,164 3,505,508

１株当たり四半期(当期)純利益金

額
(円) 15.89 78.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額
(円) - -

１株当たり配当額 (円) - 24.00

自己資本比率 (％) 33.2 29.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載していません。

２．当社は、当第１四半期累計期間より四半期財務諸表を作成しているため、前第１四半期累計期間については記

載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　なお、当社の報告セグメントは、従来「システム事業」と「マーケティング事業」の２事業に区分して報告してお

りましたが、当第１四半期会計期間より「ＥＣ事業」の単一セグメントに変更しております。

　この変更は、「システム事業」と「マーケティング事業」を単一の事業セグメントとすることが合理的であり、適

切であると判断したためであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

 

(1)業績の状況

　当第１四半期累計期間における小売業を取り巻く環境は、政府の経済対策を背景に緩やかな回復基調で推移した

ものの、個人消費においては依然として先行き不透明な状況が続いています。一方で、平成28年６月に経済産業省

が発表した国内電子商取引に関する市場調査の結果では、ＥＣの市場規模が前年比 7.6％増の 13.8兆円となるな

ど、当社が属するＥＣ市場は、着実な成長が続いています。

 

　このような状況の中、当社は、「量より質」をスローガンとして、良質顧客の獲得を進め、さらには、分析、集

客、制作など顧客の販促支援（ＥＣ戦略の提案と代行）をおこない、顧客の業績を増大させることで、当社は売上

よりも利益の拡大を重視する施策へとシフトしており、上記営業方針に沿った、人材強化を中心に積極的な投資を

進めています。

 

　その結果、当第１四半期累計期間における売上高は 1,154,815千円（対前年同期間比 3.8％増）、営業利益は

121,087千円（同 35.2％減）、経常利益は 119,764千円（同 36.3％減）、当期純利益は 82,005千円（同 34.1％

減）と増収減益となりました。

 

　増収の主な要因は、顧客店舗数に連動するストック売上高は、顧客単価を増加させることで顧客店舗数の減少を

補ったものの、 500,988千円（同 2.8％減）となりましたが、顧客店舗の業績に連動するフロウ売上高は、顧客の

販促支援をおこなうことで１顧客店舗当たりの売上が伸びており、467,892千円（同 3.6％増）と目論見どおりの結

果となりました。また、主に顧客の販促支援を担うマーケティング売上高は 168,138千円（同 43.6％増）と伸長

し、この分野のニーズは旺盛にて、引続き注力して参ります。

 

　一方、減益の要因は２つあり、１つは前期の下半期以降から各部門とも体制を強化するために人員を増やしてい

ることによる人件費の増加であります。もう１つは、良質顧客獲得と顧客の販促支援に対する先行投資をおこなっ

ているためです。また、ＰＣＩＤＳＳ認定取得など、セキュリティ強化のため当期導入に向け進めております。

 

　なお、平成28年３月期第１四半期においては連結財務諸表作成会社であり、個別の経営成績を開示しておりませ

んが、参考のため前年同四半期との比較について、個別の経営成績の数値との比較を記載しております。
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(2)財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における総資産は、2,919,164千円となりました。

　当第１四半期会計期間末における財政状態は次のとおりです。

 

(資産)

　当第１四半期会計期間末における資産の残高は、前事業年度末比で 586,343千円減少し、2,919,164千円となりま

した。これは主に、現金及び預金の減少 535,074千円によるものです。

 

(負債)

　当第１四半期会計期間末における負債の残高は、前事業年度末比で 540,639千円減少し、1,949,429千円となりま

した。これは主に、短期借入金の減少 300,000千円、預り金の減少 88,608千円、未払法人税等の減少 78,129千

円、未払金の減少 47,791千円によるものです。

 

(純資産)

　当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末比で 45,704千円減少し、969,734千円となりま

した。これは、平成28年３月期の配当金支払 123,872千円があったものの、四半期純利益として、82,005千円を計

上したことによります。これにより自己資本比率は 33.2％(前事業年度末比 4.2ポイント増)となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 41,308,800

計 41,308,800

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,327,200 10,327,200

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード)

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

です。なお、単元株

式数は、100株で

す。

計 10,327,200 10,327,200 － －

 

(２)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(４)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 10,327,200 － 523,328 － －
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(６)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(７)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしています。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 5,165,800
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,161,200 51,612 －

単元未満株式 普通株式 200 － －

発行済株式総数 10,327,200 － －

総株主の議決権 － 51,612 －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社Ｅストアー

東京都港区西新橋

１－10－２
5,165,800 － 5,165,800 50.02

計 － 5,165,800 － 5,165,800 50.02

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しています。

　なお、前第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）については、四半期財務諸表を作成

していないため、前年同四半期累計期間に係る比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(１)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,385,026 1,849,952

売掛金 553,364 540,143

貯蔵品 4,879 5,585

その他 118,684 114,367

貸倒引当金 △3,822 △3,731

流動資産合計 3,058,132 2,506,317

固定資産   

有形固定資産   

工具、器具及び備品（純額） 63,509 57,325

その他（純額） 18,778 18,668

有形固定資産合計 82,288 75,993

無形固定資産 108,860 101,141

投資その他の資産   

投資有価証券 87,867 72,102

敷金 123,521 123,521

その他 44,836 40,088

投資その他の資産合計 256,226 235,712

固定資産合計 447,375 412,846

資産合計 3,505,508 2,919,164

負債の部   

流動負債   

買掛金 173,627 172,449

短期借入金 300,000 －

1年内返済予定の長期借入金 24,780 －

未払金 123,302 75,510

未払法人税等 100,954 22,824

預り金 1,559,257 1,470,648

賞与引当金 70,941 43,113

その他 118,251 146,160

流動負債合計 2,471,114 1,930,707

固定負債   

資産除去債務 15,974 16,030

リース債務 2,979 2,691

固定負債合計 18,954 18,722

負債合計 2,490,069 1,949,429
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 523,328 523,328

資本剰余金 539,461 539,461

利益剰余金 2,759,835 2,717,969

自己株式 △2,810,259 △2,810,314

株主資本合計 1,012,366 970,444

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,072 △710

評価・換算差額等合計 3,072 △710

純資産合計 1,015,438 969,734

負債純資産合計 3,505,508 2,919,164
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(２)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

 (単位：千円)

 
 当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 1,154,815

売上原価 762,794

売上総利益 392,021

販売費及び一般管理費 270,933

営業利益 121,087

営業外収益  

受取利息 43

為替差益 40

雑収入 2

営業外収益合計 86

営業外費用  

支払利息 374

投資有価証券償還損 588

子会社清算損 437

雑損失 9

営業外費用合計 1,409

経常利益 119,764

税引前四半期純利益 119,764

法人税、住民税及び事業税 18,436

法人税等調整額 19,322

法人税等合計 37,759

四半期純利益 82,005
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【注記事項】

(会計方針の変更)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。

 

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 123,872 24 平成28年３月31日 平成28年６月24日

繰越利益

剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

　当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりです。

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 15円89銭

(算定上の基礎)  

四半期純利益金額(千円) 82,005

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 82,005

普通株式の期中平均株式数(株) 5,161,308

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｅストアー(E05218)

四半期報告書

13/14



 

 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２８年８月８日

株式会社　Ｅ　ス　ト　ア　ー

取　　締　　役　　会　　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 遠　　藤　　康　　彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　本　　恭 仁 子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｅ

ストアーの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第１９期事業年度の第１四半期会計期間(平成２８年

４月１日から平成２８年６月３０日まで)及び第１四半期累計期間(平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｅストアーの平成２８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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